
平成29年度 新たな木材需要創出総合プロジェクト事業のうち都市の木質化等に向けた新たな製品・技術の開発・普及

「CLTを活用した先駆的な建築物の建設等支援事業（通称：CLTを活用した建築物等実証事業）」
の募集について<追加募集概要>
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※ 詳細については住木ｾﾝﾀｰHP（http://www.howtec.or.jp/）から募集要領をﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞしてく
ださい。

木構造振興（株）
（公財）日本住宅・木材技術センター

「 CLTを活用した建築物等実証事業検討委員会」での審査を経て採択者を決定します。
書類審査の他、ヒアリングを行うことがあります。

１．公募する事業内容
CLTを活用した建築物の設計・建築等を対象とします。
また、提案する実証事業は、次の全ての要件に該当すること
が必要です。ただし、建築物の主要用途が一戸建ての住宅
の場合にあっては、公募に参加できません。
（１）CLTを活用した建築物を建築もしくは設計するもの。な
お、次の項目についても該当範囲内とします。
ｱ. CLTを部分的に利用するもの。
ｲ. 工作物等を建築するもの。

（２）実証する内容が明確であり、かつRC造など他構造との
コスト比較が行われるもの。
（３）提案した実証事業を、平成３０年２月末までに完了でき
るもの。
（４）資金計画が明確になっているもの。

２．応募資格者
応募者は、建築主を基本とします。実証する事業内容が
建築物の建築に至らない提案は、提案内容を主体的に実
施する者であって事業経費を負担する者とします。

３． 公募する事業の種類
公募する実証事業の種類は次のいずれか（組み合わせて
も可）とします。ただし、RC造などの他工法と工事費、工期な
どを比較し、CLTの利点や課題点などを明らかにする資料
を作成することとします。なお、実証しようとする内容のみが
助成対象です。
（１）建築物の建築実証
例）CLTを構造部材として利用した建築物を建築すること
により、コスト縮減や施工方法等を検討・確認するもの。
（２）建築物の設計実証
例）CLT を構造部材として利用する建築物について、コス
ト縮減や施工方法の課題等を踏まえて、設計するもの。
（３）部材の性能実証等
例）CLTを利用した建築物を設計するために必要な構造、
防耐火、遮音、断熱、耐久性等の性能試験を行うもの。

５． 提案事業公募期間
平成２９年６月２３日（金）～平成２９年７月１８日（火）１２時・
正午 （書類必着）

４． 事業規模
本事業規模は助成額（国庫補助金額）として約10,000,000
円 を予定しています。採択事業数の目安は１件程度です。

これまで木材があまり使われてこなかった非住宅や中高層建築物などの分野でのCLT（直交集成板）の活用により、木材の新
たな需要を創出し、林業・木材産業の成長産業化ひいては地方創生にもつながることが期待されています。
こうした中、CLTの建築材料としての普及に当たっては、CLTを用いた建築物の一般的な設計法や施工方法等を普及するととも
に、今後は、中高層建築物等での活用やRC造などの他工法と比較して、遜色ないコストを実現する工法などを実証する建築実
績を積み重ねることが必要です。このため、本事業は、コストや耐震・居住性能、施工性に優れたCLTの多様な活用事例を全国
各地に創出する観点から、CLTを活用した普及性や先駆性が高い建築物等の設計・建築等の実証についての提案を募り、その
過程により、新たな発想等を引き出すとともに、普及のための課題点やその解決方法を明らかにし、具体的な需要につなげること
を目的としています。
木構造振興（株）と（公財）日本住宅・木材技術センターは、募集要領に基づき共同でCLTを活用した建築物の設計・建築等の
事業(以下、「実証事業」という。)を募集し、実証性の高い優れた提案を選定します。本事業の実施に当たっては、別に定める助
成金交付規程によりその事業経費の3/10または1/2を上限に助成を行います。
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